
Ⅰ．はじめに

　産業、とりわけ製造業の空洞化が叫ばれて久しい。なにも空洞化論議は今回が初めて

ではなく、歴史的にみれば、オイルショック後の７０年代前半とプラザ合意後の８０年代後

半の過去２回につづく３回目である。

　しかし、今回、９０年代以降の空洞化論議は、過去２回のそれと次の２点で大きく異な

る。１つ目は、わが国経済のバブル崩壊により、企業自体が多額の不良債権を抱え新規

事業に乗り出す財務状況にないことである。２つ目は、「世界の工場」として、中国の

目覚しい躍進が背景にあることである。そのため、過去２回の空洞化がいずれも輸出代

替的な進出による国内産業の空洞化であったのに対し、今回の空洞化は輸出代替プラス

日本企業による現地生産品の持ち帰り輸入の増加現象を生み、国内産業に与えるインパ

クトは過去２回のいずれよりも大きいものとなっている１。言い換えれば、「出の空洞化」

と「入りの空洞化」が、同時進行しているのである２。

　ところで、製造業を中心とした企業の海外進出は、円高を契機に急速に低下した国際

競争力を回復するために、より「安くて豊富な労働力」を求めた企業活動であり、それ

自体、企業の合理的経営戦略として非難されるものではない。だが、海外進出企業の持

ち帰り輸入の増加や安い輸入製品の流入は、価格競争力を失った国内産業の需要を減少

させ、産地企業の倒産等による雇用機会の喪失から、地域経済の衰退、ひいては地域の

活力をも奪う結果となった。いわゆる「地域社会の空洞化」３�である。この「地域社会の

空洞化」にいかに対処するかが、地域から空洞化問題を考える際の最大のポイントであ

る。

　そこで本稿では、地域における空洞化の現状を検証するとともに、「地域社会の空洞

化」に対処するためにはいかなる政策を導入すべきかを実証的に提言したい。事例とし

ては、事業所数が往時の約４割にまで減少するなど４、空洞化の影響を大きく受けている

と思われる今治市のタオル製造業を取り上げる。その理由としては主に次の５点がある。

　�　特定地域（今治市及びその周辺）に集中した伝統的な地場産業であること。�

　�　現在でも、今治市の主要産業であること。

　�　同業種の企業が多数存在し、政策提言効果が大きいこと。
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　�　中国進出企業と地元残留企業が存在し、同一業種間での比較検証が可能であるこ

　　と。

　�　タオル製造業自体が典型的な労働集約型の産業であるため、他の業種への検証結

　　果の一般化が可能であること。

Ⅱ．空洞化の検証　

１　分析視角

　空洞化の状況を検証するにあたっては、前もって、「空洞化」を定義しておく必要が

ある。本稿では、小林５　に従い、「空洞化」を「当該国で国際競争力を失って輸入激増、

輸出激減の打撃を受けた産業や企業が消滅するか、もしくは海外移転を迫られ国内工場

を放棄せざるをえなくなるだけでなく、それに代わる新産業の創出と産業高度化を生み

出さないままに、産業構造に空白が生ずる現象」と定義する。雇用面から言い換えれば、

ある製造業が価格競争力を失って衰退し、そこで減少した就業者を新たに吸収する産業

が存在しない状態ということができる。

　そうすると、空洞化の状況を把握するには、製造業に着目した産業構造がどのように

転換したか、そして、その過程で減少した製造業の就業者が、他の産業でどの程度吸収

されたかを解明することで可能になる。すなわち、産業構造の中で、製造業での就業者

の減少が、順調に他の産業で吸収されていれば、理論上、空洞化の影響は小さいという

ことになる。

　解明にあたっては、製造業の空洞化に関して、櫟本６　が行った全国レベルの分析を参考

にする。櫟本は、９０年から２０００年の１０年間において製造業とサービス業の就業者数の増

減を比較した結果、全国ベースでは「サービス業の製造業に対する補充率」が１．４０であ

り、「全国ではサービス業就業者の増加数が製造業就業者の減少数を穴埋めして、なお４

割ほど上回っている。」と分析している。就業者ベースでみれば、製造業の空洞化の影

響をサービス業が吸収したというのである。なお、この分析では、新規就業者の存在等

といった労働力人口全体の推移や、どのような新産業の創出があったのかなどといった

サービス業の中身についてまでは検証されていないが、製造業での就業者の減少とその

吸収といった点で、マクロな空洞化の状況は把握できるであろう。

２　今治市の状況

　今治市は、瀬戸内海に面した人口約１１７千人（０３年３月３１日現在）の都市である。主要

産業は、タオル、造船、縫製で、これら３大産業で全産業出荷額の６割以上を占めてい

る。製造業の集積が高い都市といえる。中でもタオル製造業は、多数の中小企業と従業

員を抱え、現在でも生産高全国一の地位を維持する、今治市の代表的な地場産業である。
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　今治市の産業別従業者数の推移（図表１）をみると、今治市の場合も、８６年から一貫

して従業者数が減少しているのが製造業であり、逆に、一貫して従業者数が増加してい

るのがサービス業である。この関係を、８６年から５年ごとに、全就業者に対する製造業

とサービス業の就業者割合で比較してみると（図表２）、県全体では９１年の段階で４５度線

を越え、比重がサービス業へと移っているのに対して、この時点では、今治市は依然と

して製造業の比重が高い。今治市でサービス業に比重が移るのは、次の９６年の時点で、

９６年から０１年の間に急速に移行しているのである。

　次に、製造業での就業者の減少が、どの程度サービス業で吸収されたのかという点で

ある。この点に関しては、櫟本の「補充率」を８６年から５年ごとに測定し、県全体と今

治市の動向を比較した（図表３）。その結果、県全体では、９６年から０１年間で補充率が
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（図表１）　今治市における産業別従業者数の推移 

（図表２）　製造業からサービス業への転換状況



１．０を下回ったが、今治市では９１

年から９５年間の段階から１．０を下

回っており、９０年代初頭より製造

業での就業者の減少がサービス業

で吸収されていないことがわかる。

さらに９６年から０１年間では０．０７８

と、その傾向は著しく、ほとんど

サービス業で吸収されていない。

　全体的にみて、今治市では製造業からサービス業への構造転換は遅く、９０年代半ばよ

り急速に進行したが、その過程で発生した製造業での就業者の減少はサービス業でのそ

の増加としてはほとんど吸収されていないのである。すなわち、製造業の衰退によって

生じた産業構造の空白は甚大で、空洞化の影響は県内でも大きかったといえる。

３　タオル製造業の状況

　では、製造業での就業者の減少はどのような過程で発生したのであろうか。今治市の

地場産業であるタオル製造業を事例に説明する。

　四国タオル工業組合の調査では、ここ数年、事業所数と従業者数は減少を続けており、

今治市内でも、９０年から２０００年の１０年間に、事業所数で約４割、従業者数では約５割の

減少となっている７　（図表４）。この背景には、企業が生産拠点を海外に移転したことやギ

フト需要の低迷などといった不況要因が一般的にいわれているが８、９０年代半ば以降は、

国内でのタオル需要９　がほぼ９万トン前後で成熟する一方で、価格競争力を失った国産

タオルが急速に輸入タオルに代替されてきたことの影響が大きいと思われる（図表５）。
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（図表３）　サービス業の製造業に対する「補充率」の動向

（図表４）　企業数と従業員数の推移



８５年から９０年の５年間で－１％の減少でしかなかった全国生産量が、９０年から９５年では

－１５．３％（今治生産量は、－１７．２％）、９５年から０２年では－４５．６％（同、－４９．９％）と

急激に減少している一方で、タオル輸入量は同期間で、１１６．１％、１３７．０％、７０．１％の増

加と、各期間ごとに倍増しているのである（図表６）。

　そのため、事業所の海外（中国）進出が９０年代前半に集中していることを考えると１０、

９０年代前半の事業所数・従業者数の減少は、企業の中国進出による影響が大きいとみら

れるが、９０年代後半からは、輸入激増により打撃を受けた事業所の廃業あるいは整理解

雇によるものと思われる。このことは、図表５でみるように、繊維・縫製品業での事業

主都合による離職者数（今治公共職業安定所管内）が、近年、再び高い数値を示してい

ることからも裏付けられる。
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（図表５）　　国内需要量と事業主都合離職者数の推移

（図表６）　タオル生産量とタオル輸入量の推移



Ⅲ．企業の現状と将来展望

　９０年代前半、大手企業を中心に生産拠点を人件費の安い海外、特に中国に移転する傾

向がみられた。一方、地元に残った企業は海外とのコスト競争に生き残るため、新素材

の開発や新用途の提案、自社ブランドの確立、直販体制の導入等により、安価な輸入タ

オルとの差別化を目指してきた。

　ここでは、９０年代の製造業空洞化の中を生き残ってきた各企業の近況をヒアリングに

よって把握し、　タオル製造業の将来動向を解明する。　ヒアリング対象は中国進出企業２社

と地元残留企業３社のほか、四国タオル工業組合、今治市である１１。

１　現状及び今後の経営方針

１）中国進出企業

�社
　９０年代初頭に中国（大連）に進出した�社は、従来型の多量仕入・多量販売ものでは
低コストの中国企業に負けるため、中国でも高付加価値の製品製造へ転換している。日本
工場でも中国工場と同じ製品を製造しているが、これは少ロット多品種に対応するためで、
あくまでも中国工場の補完的な位置付けにあるという。日本からの注文も直接中国にき
ており、今後は、順次、製造工程を中国に移転する予定である。既に、地元では配送セン
ターが中心になっており、営業拠点は大阪と東京、企画開発部門も東京に移している。中
国で人材が育成されてくれば、企画開発部門も中国に移転することを検討しているという。
　なお、日本工場には、現在、中国人研修生と実習生が約１００人いるが、総て中国工場か
らの派遣である。現地（中国）でも、日本への研修制度があるということで、�社への
就職希望者は多いという。�社の場合、製造工程を中国に移転するため、地元（愛媛）
の従業員は今後、減少する見込みである。
　現在のところ、マーケットの中心は日本市場だが、将来的には中国国内での販売も視野
に入れている。０３年７月、ある百貨店問屋の株式を１００％取得（グループ化）し、日本国
内での売り場を積極的に開拓していく方針を打ち出している。

　
�社
　�社はいち早くアジア地域へ進出していたが、人件費の高騰等から中国（南通）へは
�社と同じ９０年代初頭に進出した。
　中国と日本は車の両輪と考えており、中国でも日本と同じ製品を製造し、トータルコス
トを下げている。実情でいえば、中国での黒字で日本の赤字を埋めているという。今後、
日本の工場は縮小し、生産比率を現状の１（中国）：１（日本）から来年には２（中国）：１
（日本）にする予定である。日本工場では少ロット、開発（試作）もの、緊急もの、高付
加価値のタオル関連商品に特化していく。一方、中国工場では中国企業とのコスト競争に
より、従来の多量仕入・多量販売もの中心から製品の差別化（高付加価値化）を図ってい
く必要があると考えている。開発部門は日本で強化する方針だが、中国でも人材が集ま
れば中国に移転することも視野にあるという。
　マーケットは、日本と中国の両方を想定しており、現在、５～６％程度の中国国内販
売比率を将来的には３割程度にまで拡大することを検討している。当面は、自社開発商品
の反応を見るため、東京・大阪でのアンテナショップの開設あるいは全国的なモニタリ

ングシステムの構築を予定している。
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　�社、�社とも、中国工場を製造の中心に置いているが、中国企業１２　の台頭により、

従来型の多量仕入・多量販売ものでは価格競争力を失いつつある。今後は、中国工場で

も高付加価値の製品製造が中心となることや、中国市場が将来的なマーケットとして視

野にあること、企画開発部門さえも中国移転に抵抗がなくなっていることなどは、ここ

数年の新たな動きとみられる１３。

２）地元残留企業

�社
　�社は、多量仕入・多量販売ものではなく、素材にこだわり付加価値を高めた製品を

中心に製造している。抗菌作用のある「銀の糸」を織り込んだタオルなど、自社ブラン

ドが有名である。�社としては、今後ともブランド化戦略を追求するが、現在のギフト１：
ブランド９の製造割合は維持する方針である。ギフト関連は安値競争の対象になるが、経
営を維持するためには必要で、コスト削減のため中国企業からの輸入により対応してい

るという。

　�社自身での省力化・省人化は限界にきており、これ以上のコスト削減は難しい。中

国人研修生・実習生も�社では比較的早くから受け入れており、縫製部門での人件費節

約になっているという。なお、日本人従業員については、募集はしているが若年層の応

募がないという。

　マーケットは、今後、東京を拠点に販路を拡大する方針で、０２年１２月に同業者２社と東
京白銀台にアンテナショップを開設した。当面は消費者の反応を見ることが重要で、利益

は考えていないという。�社は直販体制を重視してはいるが、売り場（販路）を持つ問

屋との関係も継続する方針である。

�社
　�社には、タオル地生産を担当する会社と企画販売を担当する会社が関連会社としてあ

り、この３社でグループを構成している。�社は０３年５月末に工場を閉鎖し、製造ライ
ンを関連会社に移している。グループの中心は０１年７月に設立した企画販売会社である。
　企画販売会社では、素材にこだわり、オーガニックによるペット用品やベビー用品、

レディース用品を中心に販売する方針である。コスト削減のため、ぬいぐるみやバッグ

といった複雑な物は、直接、中国企業に生地を提供して縫製を発注しているという。

　販売は、通常のタオル製品は問屋経由で行っているが、ペット用品やベビー用品などは

直販で行っている。販売ルート多様化のため、都市部の百貨店（高島屋・大丸）で積極

的に展示会を開催しており、将来的には固定ブースを確保したいという。

　現在は、東京での販路を拡大するため、都心でのアンテナショップ開設に向けて準備

中である。

― ―���



�社

　�社は、０２年４月、ニューヨークのホームテキスタイルショーでグランプリを受賞す
るなど、海外販売にも積極的である。徹底した製品の差別化を図り、自社ブランドは確

立している。また、０２年１月から使用電力を風力発電電力に切り替え、風力発電で製造し
た「風で織るタオル」も一種のブランド化しているという。

　製品は���生産ではなく、エコロジストを対象に、環境を重視したオリジナル製品

にこだわっている。例えば、洗濯してほつれたといった苦情があっても、新品交換では

なく、縫い直して返送するなど、�社自身も製品と消費者にこだわりをみせている。今

後とも、特定客層（コアなマニア）を対象に、少量単一製品を世界マーケットで販売し

ていく方針という。

　�社は直販が基本であるが、全国のコアなマニアからのネット注文が多く、ネット販

売での売上が多いのが特徴である。ブランド維持のため、製品の値段はネット販売でも

値下げはしない、どこで買っても同じにしており、それがブランドの維持につながって

いるという。

　また�社は、製品に名前を出さないと作業が手抜きになるとの考えから、製品タグに

電話番号、ホームページ、メイルアドレス等を記載するなど、�社のコンセプトを前面

に押し出した販売戦略をとっている。

　地元残留企業では、生き残りのために、他社との明確な差別化と直販体制の確立をそ

の戦略の中心に置いている。この方向は、必然的に多品種少量生産化から自社固有商品

への特化を志向することになるが、その最先端を歩むのが�社であろう。しかし一方で、

従来型の���生産の受注維持や製造工程でのコスト削減のために、中国企業を利用す

る動きも見られる。この点、従来では地元残留企業の経営圧迫要因であった中国企業を、

経営戦略として取り込んでいるところは新たな動向として注目できる。

２　タオル業界を取り巻く政策環境

１）四国タオル工業組合の取り組み

　工業組合は、加盟企業の直販体制の確立と差別化商品の開発支援に重点を置いている。

　最近では、問屋自身が直接中国での買い付けに動くなど、従来型の���生産では安

値競争になるため、現在は問屋経由を減らし直販をいかに増やすかに努力している。具

体的には、従来の、問屋が販売ノウハウを持ち、各企業には営業力・企画力が不足して

いるといった関係を改善する必要があるという。そのため、一例として、ジャパンクリ

エーション（東京）や首都圏での今治タオルフェアなど、展示会への参加を各企業に呼

びかけ、参加企業が商品アピール手段や販売ノウハウを習得するよう努力している。他

社や輸入タオルとの差別化商品の開発支援では、企業と杉野学園や目白学園といった東

京のデザイン学校とのコラボレーションを支援している。企業には、タオル地を使った

派生商品（高付加価値商品）の開発により他社や輸入タオルとの差別化を図ってもらい

たいという。

　しかし、こうした工業組合の取り組みに対しては、展示会への出展企業が限られてき
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ていることや、派生商品の開発といっても、試作品段階が限度で量産化できる商品にま

では育っていないのが現状の課題である。また、工業組合加盟企業を全体的にみれば、

こうした支援の対象になっているのは一部（２０～３０社程度）の企業であって、残りの大

多数の企業（１６０社程度）は、後継者がいないあるいは新規投資は避けるなどの理由で

工業組合の企画に乗ってこないという。

　なお、日本タオル工業組合連合会が、０２年２月２６日に通商産業省に申請したセーフ

ガードの発動については、現在のところ調査期限が延長され、実際の発動にまでは至っ

ていないが、工業組合としては今後も、セーフガード発動を強力に求めていくという１４。

しかしその裏では、工業組合加盟の中国進出企業７社が「中国進出タオル企業連絡協議

会」１５を組織して反対していることや、地元残留企業がコスト削減のために中国企業を利

用していることなど、工業組合自体が一枚岩ではなくなっている点も見逃せない。

２）今治市の取り組み

　今治市も、企業の直販体制確立と高付加価値商品の開発による自立支援をその政策の

中心に置いている。主な支援事業には次のものがある。

�　工房ショップ、小さな博物館支援事業

　工房ショップ支援事業は企業が工場内にショップを設置した場合、１００万円を上限に

助成するもので、０１年度は５社、０２年度は１社からの申請があった。小さな博物館支援

事業は同様の趣旨で、上限が２０万円の助成である。

�　縫製業企画開発支援事業

　　中小企業診断士等を派遣し、企業の経営改善を中心に行うものである。

�　アンテナショップの運営支援

　東京銀座と群馬県太田市（今治市の姉妹都市）にアンテナショップを開設し、運営費

の一部を助成している。東京銀座のアンテナショップ（０３年３月２１日開設）には、２０

社が出資し、出店している。出展品は国内加工の自社オリジナル製品に限っている。太

田市のアンテナショップ（０３年４月２６日開設）には、１６社が出展しているが、出資金

等の支出も自社オリジナル製品といった制限も設けていない。

�　その他

　観せる製造工程といった視点から、産業観光的な取り組みを検討している。対象者は、

地元の小中学生や域外からの見学者で、タオル製造業への理解を深めるとともにイメー

ジアップをその目的にしている。

　しかし、工房ショップ支援事業への申請件数が２年間で６社であることや、東京銀座

と太田市のアンテナショップへの出店企業には重複があることを考えれば、こうした支

援事業を利用している企業はタオル製造業全体からみれば限られたものといえよう。ま

た、こうした市の支援事業に中国進出企業は参加していない。結局、工房ショップやア

ンテナショップでみられるように、企業独自の取り組みを始めているところは、地元残
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留企業のうちの２０～３０社といったところで、大多数のタオル製造企業は市の支援事業に

参加していない状況にある。

３　小　　活

　空洞化の進行から１０年余りが経過し、中国進出企業や地元残留企業の生き残りをかけ

た企業戦略、あるいは将来像といったものが次第に明確になってきた。

　概括して言えば、中国進出企業でも、中国企業との価格競争から製品の高付加価値化

を志向している。また、中国での立地条件にも左右されるが、将来的には�社のように、

製造部門だけでなく、企画開発部門さえも中国移転することが予想される。こうした中

国進出企業は、今後とも中国工場を中心にして、より高付加価値の製品を多量に生産す

るとみられるため、従来型の���型多量生産とは違う「外地多量生産型」企業と呼ぶ

ことができる。

　地元残留企業も、同様に、高付加価値商品の開発・生産への特化は今後とも継続する

ものと思われ、最終的には、�社のように高度に差別化した「オンリーワン型」企業を

志向すると考えられる。その一方で、���生産や製造工程の中国企業への委託にみられ

るように、従来は経営圧迫要因とみられていた中国企業をコスト削減のために利用する

など、新たな動きもみられた。基本的に地元残留企業は、自社固有の高付加価値商品の

生産に専門特化する方向（「専門特化型」）にあるが、中国進出企業も高付加価値商品の

開発・生産を志向していることを考えると、その棲み分けは地元残留企業にとってます

ます厳しくなってくると思われる。

　ところで、本当の意味で問題となるのは、これらの類型に当てはまらない大多数の企

業群の存在である。従来型の���生産に依拠し、国際的なコスト競争にさらされなが

らも何もしない、あるいはできないでいる企業群を、仮に「戦意喪失型」とすれば、「地

域社会の空洞化」に対処する政策としては、この企業群をいかにすべきかが重要になっ

てくる。現在、工業組合や今治市が、その支援方針あるいは政策方針として、各企業の

直販体制確立と高付加価値商品開発に向けた取り組みを行っており、今後も継続すると

思われるが、それだけでは、何らかの理由で戦意を喪失した大多数の企業群を誘導する

ことはできないのである１６。

　これらの関係を示したのが図表７である。
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Ⅳ．政策提言

　今回の空洞化が、県内でも今治市、特に、地場産業であるタオル製造業に与えた影響

は大きかった。その中で、中国進出企業や地元残留企業の一部は、生き残りをかけて

様々な取り組みを行ってきた。これからも、中国進出企業は自らの企業努力により、中

国企業と差別化した高付加価値商品の多量生産・販売によって成長を続けるであろう。

一方、地元残留企業の一部は工業組合や行政からの支援の下、販路拡大と高付加価値商

品の開発に向けて、自らの企業生命をかけた取り組みを継続していくであろう１７。

　しかし真の問題は、地元残留企業の大部分を占める、「戦意喪失型」ともいえる企業群

の存在である。工業組合や行政による支援の網から、何らかの理由により漏れ、従来型

の生産・販売方式に依拠することをよしとした、こうした企業群をどのようにすべきか。

この点が、従来、見過ごされてきた政策の視点である。

１　問題の所在

　工業組合によると、「戦意喪失型」企業群が積極的な経営戦略を採れない最大の理由は、

後継者がいないためであるという。そうすると、「戦意喪失型」企業群を救済するには、

後継者の育成を図ればよいことになるが、事はそれほど単純ではない。後継者不足の問

題は、「専門特化型」に類型化した�社、�社からも、「将来、会社の中核となるような

若年労働者は、いくら求人募集しても応募がない。」との声が聞けたように、「戦意喪失

型」企業群に限ったものではないのである。では何が、「戦意喪失型」企業群と「専門

特化型」企業とを分かつのであろうか。ここで参考となるのが、「オンリーワン型」企

業の�社の存在である。「専門特化型」企業よりも、一段と明確な経営ビジョンと経営
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姿勢を打ち出している�社では、首都圏をはじめ全国規模での就職希望があり、現在の

ところ人材不足の心配はないという。そうすると、「戦意喪失型」企業群と「専門特化型」

企業との本質的な違いは、自らが経営目標あるいは将来ビジョンを持っているか否かに

あるといえよう。

　また、地域における中小企業には、生産・販売や雇用といった地域経済面での中核的

な役割ばかりでなく、地域コミュニティの形成や地域文化活動への参加と支援など、地

域への貢献といった面でも重要な役割を果たしていることが広く認められている１８。そ

うすると、後継者不足とは、企業レベルでは経営基盤の崩壊（倒産）であるが、地場産

業としてみれば、技術の伝承や新製品の企画・開発等といった新たな展開を図るうえで

の人材不足であり、最終的には、「地域社会の空洞化」へと至る、深刻な問題であると

いえる。地場産業における企業の崩壊（倒産）は、一企業の問題としてではなく、地域

自らが自分たちの問題として捉えなければならないのである。

　したがって、「戦意喪失型」企業群への対処としては、第一義的には、企業自らが明

確な経営ビジョンを持つことが重要ではあるが、中小企業が地域で担う役割を考えれば、

地域住民自らも自分たちの問題として捉えることが必要である。そこに解決の糸口があ

る。その意味では、一般的に繊維産業の成功モデルとして紹介されている、「第３のイ

タリアモデル」１９　とは違った切り口が要求されるのである。

２　解決モデルの提示

　では、「戦意喪失型」企業群自らが経営ビジョンを持ち、その一方で、地域住民自身も

地場産業であるタオル製造業の存在意義を認識し、「地域社会の空洞化」に対処するため

にはどのようにすればよいか。そのための手法として提案するのが、「審議性のある民

主主義（����������	�　���������）」２０の導入である。「審議性のある民主主義」は、困難

な行政課題に対し、行政がより効果的な行動（政策決定とその実施）を行うための行政

手法の１つであり、住民の参加（�������������）と審議（����������	�）がカギとなる。

　一般的に、政策決定過程への住民参加は、限定的な参加に留まることが検証されてい

るが２１、地域住民の思いを実現するのが政策決定である以上、政策決定過程への住民参加

は、見せかけではなく（�������）意味のある（���������	）参加としなくてはならな

い２２。そのため、「審議性のある民主主義」を導入するにあたっては、������２３　がその要

件とした、幅広い対象に（�����）、充分情報提供した（��������）うえでの参加と、濃

密な審議（����������	�）機会の確保が必要である。

　本稿の事例でいえば、「戦意喪失型」企業と地域住民、及び行政担当者が草の根的に協

議する場を設定するとともに、そこでの決定事項が施策化される仕組みを構築しなけれ

ばならない。以下、具体的に「審議性のある民主主義」モデルを提示したい。
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１）自治会レベルの協議会の設置

　まず、行政の最小コミュニティである自治会を利用して、「戦意喪失型」企業と地域住

民、行政職員等が参加した、全員参加型の協議会を各自治会に設置する。その際、地場

産業の事情に精通し、専門的立場から支援できる人材として、地方シンクタンクをはじ

めとした学識経験者の関与を担保しておくことが大切である。

　協議会では、地場産業であるタオル製造業を企業レベルあるいは地域レベルでどのよ

うにすべきかを、企業と住民の間で徹底的に議論する。議論は安易な行政依存型ではな

く、自然淘汰による廃業の選択や、再生を望むのであればどのような支援が地域として

できるのか、企業は再生に向けてどのような将来目標を設定するのかなど、地域主体の

具体的な結論を導出する必要がある。その際、行政は充分な情報提供を行うべきである

が、行政主導による解決策の模索を図るべきではない。あくまでも、自分たちの地域を

どのようにするかは地域住民とその対象となる企業の判断に委ねることが大切である。

２）統括委員会の設置

　次に、各協議会を統括する組織として、統括委員会を設置する。統括委員会は、各協

議会から選出された企業と住民の代表者、及び行政責任者等をもって構成する。委員会

では、各協議会の結論を集約し、地場産業としてのタオル製造業を地域（住民）はどの

ように考え、どのようにすべきか、そして、そのためには地域としては何ができるのか

を行政側に具体的に提言する。最終的には、この提言が事実上の政策決定となるような

仕組みを、行政内部に構築することが必要である。

３）行政（今治市及び県）の役割

　今治市は、協議会及び統括委員会に対し、充分な情報の提供と審議の場の設定が求め

られる。その際、行政は安易な財政投入による解決姿勢を示すべきではない。地域の課

題はその地域が責任を持って解決するように誘導することが重要で、仮に新たな財源が

必要となるのであれば、それを地域がどのように捻出するのか、あるいは既存のどの経

費を削減するのかを地域に決定させることが必要である。

　また、統括委員会からの提言については、市側も充分尊重し、施策として実現する事

が大切である。

　なお、広域行政機関としての県は、空洞化の影響調査や地域実態の分析・検証といっ

た調査研究や、対処事例の紹介、関連施策の提案など、より広い見地から、地域レベル

での審議が活発化し、実効性の高い提言となるように情報提供すべきである。

　これらの関係を表したのが図表８である。
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Ⅴ．おわりに

　空洞化が進行する中、各企業（タオル製造業）は、独自の企業努力あるいは行政等か

らの支援により様々な生き残り策を打ち出してきた。その一つの結果が、「外地多量生産

型」「専門特化型」「オンリーワン型」企業への分化である。しかし一方では、様々な支

援の網から取り残された多数の企業群（「戦意喪失型」企業群）の存在も明らかになった。

　本来、企業経営にかかわる問題は、その企業自身で解決すべきものである。しかし、

それが地域における伝統的な地場産業であった場合、まずは、その集積と影響を考慮し

て産業政策的な支援が要求されるであろう。

　では、産業政策的な支援から取り残された企業群（「戦意喪失型」企業群）をどうす

るか。この問題を解決することが、「地域社会の空洞化」に対処する１つの方策である。

　だが、本質的には、地域に根ざし地域社会の一部を構成してきた企業群をどうするか

は、その地域自らが決めなくてはならない。本稿ではその糸口として、「審議性のある

民主主義」モデルを提案した。地域（住民）自らが地域の産業（地場産業）の将来を決

定し、責任を負う。この、住民自治の原点に立ち返るべきである。

　最後に、今回の調査でご協力いただいた多数の方々に、この場をお借りしてお礼申し

上げます。
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（図表８）　「審議性のある民主主義」による解決モデル



　１　小林英夫『産業空洞化の克服』中公新書、２００３年、９頁

　２　いよぎん地域経済研究センター『これからどうなる愛媛のモノづくり？』２００２年、５～９頁

　　「入りの空洞化」を「国内市場に安価な輸入品が入ってくることにより国内品が競争力を失うこと。」、「出

の空洞化」を「従来、国内にあった生産拠点が海外に移転すること。」と定義し、９０年代前半は「入りの空

洞化」、９０年代後半は「出の空洞化」の影響が大きいとしている。

　３　伊藤正昭『地域産業論』学文社、２００３年、２０２頁

　　産地需要の減少によって引き起こされた産業の空洞化は、複合的要因によって加速度的にすすみ、地域社

会の空洞化が深刻化するという。

　４　四国タオル工業組合加盟の企業数は７６年の５０４社から一貫して減少し、０２年には１９９社になっている。（同工

業組合調べ）

　５　小林英夫（前掲）８頁

　６　櫟本功「製造業の空洞化と都道府県の経済」『季刊　中国総研』���．７－２、�２３、２００３年、５７～７３頁

　　櫟本は都道府県ごとに、１０年間の製造業就業者の減少数とサービス業就業者の増加数を横軸と縦軸に対比

させて分析し、全国製造業の減少数に対する全国サービス業の増加数を、サービス業が製造業の減少を補っ

たという意味で「サービス業の製造業に対する補充率」と名付けている。

　　なお、「補充率」は、（サービス業での就業者の増加数）／（製造業での就業者の減少数）で計算している。

　７　四国タオル工業組合「企業数・織機台数の推移」

　　なお、今治市については、今治市行政管理課「工業統計調査」による。

　８　社団法人中小企業診断協会愛媛県支部『平成１３年度支部調査・研究事業　愛媛の産業の現状と課題　報告

書』２００２年、４５頁

　いよぎん地域経済研究センター（前掲）１０～１１頁、３１頁

　　また、タオル業界では、消費者ニーズにあった商品開発の努力不足、問屋依存型流通形態の改革への取り

組み不足など、具体的な問題点を提示している。（日本タオル工業組合連合会『タオル業界構造改善ビジョ

ン』２００１年、１～３頁）

　９　国内需要量は全国生産量（日本タオル工業組合連合会「主要製品別年別生産」）とタオル輸入量（四国タ

オル工業組合「綿糸使用量・生産・輸出入の推移」）の和で示している。なお、タオル輸出量は全国生産量

の１％程度のため考慮していない。

１０　県内企業の海外進出は、９３年から９４年にかけて、年間、１０件以上が進出し、ピークを迎えている。（いよぎ

ん地域経済研究センター（前掲）１０頁）

　　なお、タオル製造業については９５年以降、県内企業の海外進出はない。詳しくは、「本県製造業の海外進

出・移転年表」（（同書）１１頁）を参照。

１１　ヒアリングは０３年７月下旬に直接面談方式により実施した。面談対象者は企業の場合、代表者または経営

責任者である。

１２　中国企業の現状については、藤井光男『東アジアにおける国際分業と技術移転』ミネルヴァ書房、２００１年、

２５９～２７７頁を参照。

　　中国の民営セクターは、紡績・繊維、服飾等、比較的簡単な技術と少ない資本で運営できる分野からス

タートしたが、現在では、中国国民経済における重要な構成要素であり、活力に溢れた新興勢力となってい

る。なお、今後は、中国国有企業も民営化の道をたどると予想している。

１３　　「本県企業は、開発部門は日本に残したまま、労働集約的な工程を海外で、という形態が中心となってい

る。」（いよぎん地域経済センター「新規進出１４件、さらに強まる中国志向」『���調査月報４』�１７８、２００３

年、７頁）との見解もあるが、今回のヒアリングでは�社、　�社ともそうした日本国内へのこだわりはみら

れなかった。　他の中国進出企業についても、　今後は必要に応じ、　開発部門も中国に移転することが想定される。

１４　セーフガード発動については、中川経済産業相が０４年４月２日の閣議後会見で、「輸入量の急増など発動

条件に該当するような状況にない」と述べ、発動見送りを表明した。

１５　「中国進出タオル企業連絡協議会」の構成企業は、楠橋紋織�、一広�、�ハートウエル、�橘屋、トウ

ヨーテリー�、大磯タオル�、旭染織�の７社である。
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　　これら７社は、最近では工業組合の会合にも出席しないため、工業組合としても企業の動向等はつかめて

いないという。

１６　県レベルでも、地域密着型の新規ビジネス支援や高度化・専門化に対応した研究支援はあるが、基本的に、

「戦意喪失型」企業群を対象とした政策はみられない。

１７　中国進出企業からのヒアリングでは、経営は企業努力によるとの声が強く、行政に期待する内容は少なかっ

た。

　　また、地元残留企業のうち、「専門特化型」に類型化した企業群が、従来、工業組合や行政からの支援に

直接恩恵を受けてきたグループである。

１８　伊藤正昭（前掲）３００頁

１９　（同書）２２２～２２４頁

　　藤井光男（前掲）１３０～１３７頁

　　稲垣京輔「イタリア産業集積の新展開」『地域開発』２０００年、９月、６２～６６頁など

　　なお、タオル製造業関係者（近藤寛司　四国タオル工業組合理事長）の発言としては、松山大学総合研究

所『地域研究ジャーナル』２００３年、３月、３８～４０頁がある。

　　「第３のイタリア」とは、多数の中小企業が集積するイタリア中部・北東部をいう。繊維産業の成功要因

としては、中小企業間で細分化された分業体制や企業間ネットワークの存在、それらをオーガナイズする個

人や企業の存在（オーガナイザー「伊藤」、インパレトーレ「藤井」）があげられている。その中で、伊藤と

藤井は、オーガナイザーあるいはインパレトーレに注目しているが、稲垣は企業間ネットワークの存在を重

視している。

　　なお、本稿の事例でも、「専門特化型」企業による中国企業の利用や、アンテナショップの共同開設など

は、分業体制や企業間ネットワークの一形態と考えることもできる。　

２０　����������	�　���������は、暗礁に乗り上げている政策課題の解決や、決定された政策の実効性を担保す

る場合などに有効な行政手法で、課題の解決あるいは政策決定までにある程度の時間的余裕（１年程度）が

ある案件をその対象とする必要がある。

　　なお、詳細しくは、������������	
����������������	�
�	���������
������������	
�������，１９９６　を参

照。

２１　����　�����������	
����	�����	���������
���������������������	
�	��������������������．２４，

　��．４，　２００１，　��３２２�３３６

　�　政策決定過程への住民参加は、行政内部より外部からの圧力により実現する場合が多いこと、行政内部で

は首長の意向に左右されることなどが、データ上示されている。なお、当該データは、全米の都市を対象に

アンケート調査を行った結果であるが、基本的な方向性は我が国でも同様と考えられる。

２２　��������	
���������������������������������	
����������	�
����
�������．８８�����．２��１９９９，����１０９�１２２

２３　���������������	
�	������������
��������	����：���������	
���
�	��	����������	��������������������

���������	
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�，���．６０，��．４，２０００，���３６０�３７２

　　������は、����������	�
�������
を「政策決定過程において、住民が充分な情報提供を受けた上で、

その審議に参加すること」と定義し、人口規模１０万から４０万の都市では、����������	�
�������の手法が、

困難な行政課題に対する住民の理解を深め、実効性のある行政運営を行うために有効であることを実証分析

（４都市）している。その点、今治市も人口規模では、約１１万であり、実行可能性は高いと考えられる。
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